一般社団法人　鳥取県労働基準協会就業規則

第1章　　総　　則

（目的）

第１条　この規則は、一般社団法人鳥取県労働基準協会、東部支部、西部支部、中部支部（以下「協会」という。）の職員（常勤役員を含む。以下「職員」という。）の就業に関することを規定する。

　　２　　職員の就業に関し、この規則に定めのない事項については、労働基準法その他の法令に定めるところによる。

（職員の定義）

第 ２ 条　職員(常勤役員を除く。)とは、この協会に勤務する者で、次に掲げる者をいう。

　　　　１　正職員(常勤の職員をいう)

２　顧問

３　嘱託職員
４　一定期間の勤務日数又は勤務時間が短い者

５　一定の期間を定め、臨時に雇い入れられる者

６　日々雇い入れられる者
第2章　　採　　用

（採用）

第 ３ 条　協会は、就職を希望する者の中から、所定の選考手続きを経て、職員として採用する。

（採用時の提出書類）

第 ４ 条　新たに職員として採用されたときは、次の書類を提出しなければならない。

１　履歴書（写真を添付）

２　健康診断書

３　通勤届、扶養親族届、その他人事管理上必要な書類

（試用期間）

第 ５ 条　新たに採用された職員については、採用の日から３ヶ月以内の試用期間を設けることができる。ただし、特殊な技能又は経験を有する者には、試用期間を設けないことがある。

　　　２　試用期間中は、又は試用期間満了の後、引き続き職員として勤務させることが不適当と認められる者については労働基準法第２０条に定める手続きを経て解雇する。

　　　３　試用期間は、勤続年数に通算する。

（労働条件の明示）

第 ６条　協会は、職員の採用に際して、就業規則を提示し、労働基準法に定めるところにより、書面を交付して労働条件を明示する。

（顧問等）

第 ７ 条　特別の事由により、会長が必要である認めたときは、退職した者又はその他の者を第２条各号に掲げる者として、委嘱し又は採用することがある。

第３章　　勤　　務

　　第１節　　勤務心得

（勤務心得）

第 ８ 条　職員は、この規則を遵守し、上司の指示に従って、誠実にその職務を遂行しなければならない。

（禁止行為）

第 ９ 条　職員は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。

１　協会の信用を失墜し、又は名誉を毀損すること。

２　協会の利益を害し、または損失を与えること。

３　業務上知り得た秘密を他に漏洩すること。

４　協会の承認を受けないで、他の業務に就くこと。

５　その他協会の秩序及び職務規律を乱すこと。

（セクシュアルハラスメントの禁止）

第１０条　相手方の望まない性的言動により、他の職員に不利益や不快感を与えたり、就業環境を悪くすると判断されるようなことを行ってはならない。

　　　　　　　　第２節　　勤務時間、休憩、休日

（労働時間及び休憩時間）

第１１条　職員の労働時間は、１週３７時間３０分、１日７時間３０分とする。始業・終業時間及び休憩時間は、次のとおりとする。なお、業務の都合その他やむを得ない事情により、これらを繰り上げ又は繰り下げることがある。

　　　　　ただし、第２条の２号から６号に該当する者については、本条の規定にかかわらず別途それぞれ該当者に交付する労働条件通知書等に定める労働時間を適用する。

　　　　１　始業時間　　午前８時３０分

　　　　２　終業時間　　午後５時

　　　　３　休憩時間　　正午から午後１時まで
　　（休日）

第１２条　職員の休日は、次のとおりとする。

１　毎週土曜日、日曜日

２　国民の祝日（日曜日と重なったときは翌日）

３　年末年始　　１２月２９日から１月３日

４　盆休　　　　８月１３日から８月１５日

２　業務のために必要と認めるときは、前項の休日を他の日に振り替えることがある。

３　振り替えられた休日の勤務は、平日どおりとし、第３節の休日勤務の規定は適用しない。

第3節 時間外勤務、休日勤務

（時間外勤務、休日勤務）

第１３条　業務の都合により、第１１条に定める所定労働時間を超えて、又は第１２条の所定休日に労働させることがある。この場合において、法定の労働時間を超える労働又は法定の休日における労働については、あらかじめ職員代表との書面による協定を締結し、これを所轄の労働基準監督署長に届け出て行うこととする。
　　　　　なお、所定休日に労働させたときは、その翌日から翌月末までに代休を付与することがある。
２　小学校就学前の子の養育又は家族の介護を行う職員で時間外労働を短いものとすることを申し出た者の法定の労働時間を超える労働については、前項後段において別に定める。

３　妊娠中の女性職員及び産後１年を経過しない女子職員であってその旨を申し出た者及び１８歳未満の者については、第１項による時間外若しくは休日又は午後１０時から午前５時までの深夜に労働させることはない。

４　小学校就学前の子を養育又は家族を介護する一定範囲の従業員であってその旨を申し出た者については、事業の正常な運営を妨げる場合を除き午後１０時から午前５時までの深夜に労働させることはない。

５　前項の深夜業の手続き等必要な事項については、「育児・介護休業等に関する規定」で定める。

（産前産後の休業）

第１４条　６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産する予定の女子職員は、その請求に応じ、休業させる。

　　　２　出産した女性職員は、出産後８週間は休業させる。ただし、産後６週間を経過した場合は、その請求に応じ、医師の支障がないと認めた業務に就かせる。

　　　３　本条による休業については、有給とし通常労働した場合の賃金を支払う。

(健康診査等休暇)
第１５条　妊娠中又は出産後１年を経過しない女性職員から、所定労働時間内に母子保健法に基づく健康診査又は保健指導（以下「健康診査等」という。）を受けるため、通院に必要な時間について休暇の請求があったときは、通院休暇を与える。
２　妊娠中又は出産後１年を経過しない女性職員から、健康診査等において医師等の指導を受けた旨申し出があった場合、次の措置を講ずることとする。

　１　通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として勤務時間を１時間短縮した上始業時間を繰り下げるか、１時間以内の時差出勤を認める。

　２　休憩時間について指導された場合は、適宜、休憩時間を延長し、休憩の回数を増加させる。

　３　妊娠又は出産に関する諸症状の発生又は発生のおそれがあるとして指導された場合は、その指導事項を守ることができるようにするために業務を軽減し、勤務時間を短縮し、或いは休業させる。
３　本条による休暇等に対する賃金は減額しない。

(育児・介護休業等）

第１６条　職員は、別に定める「育児・介護休業等に関する規程」の定めるところにより、育児休業、介護休業、子の看護休暇及び介護休暇を取得することができる。
第4節 出勤、早退及び欠勤

（出勤）

第１７条　職員は、定刻までに出勤し、自ら所定の出勤簿に押印しなければならない。

（遅刻、早退、欠勤）

第１８条　職員は、遅刻、早退若しくは欠勤をし、又は勤務時間中に私用外出するときは、あらかじめ届け出て許可を受けなければならない。ただし、やむを得ない事由で事前に届け出ることができなかった場合は、事後速やかに届け出なければならない。

　　　２　職員が、傷病のため４日以上欠勤するときは、医師の診断書を提出しなければならない。

　　　３　職員は、前２項に定める欠勤があったときは、その欠勤の日を年次有給休暇と振り替えることができる。

（休職）

第１９条　職員が、次の各号の１に該当するときは休職を命ずる。

　　　　　　ただし、第２条の２号から６号に掲げる者には適用しない。

１　業務外の傷病による欠勤が、引き続き３ヶ月を超えたとき。

２　自己の都合による事故欠勤が、引き続き１ヶ月を越えたとき。

（休職期間）

第２０条　前条の休職期間は次のとおりとする。

　　　　１　前条第１号に該当する場合　　　　６ヶ月間

　　　　２　前条第２号に該当する場合　　　　３ヶ月間

　　　２　前条第１号及び第２号に該当する場合、通算１年間を限度として延長することがある。

　　　３　第１項又は前項の規定により休職期間が満了してもなお傷病が治癒せず、就業が困難な場合には、休職期間の満了をもって退職とする。

（復職）

第２１条　休職期間中に休職事由が消滅した場合は、原則として休職前の職務に復帰させる。

　　　　　ただし、やむを得ない状況により休職前の職に従事することができないと会長が判断した場合は他の職務に変更することがある。
（休職期間中の賃金）

第２２条　休職期間中は、給与を支給しない。

　　　２　休職期間は、勤続年数に算入しない。

第５節　　休　　暇　　等

（年次有給休暇）

第２３条　職員は、採用後、当該年の１２月３１日までに間に１２日の年次有給休暇を取得することができる。
引き続き継続して勤務する職員については、次の１月１日からの１年間に２０日の年次有給休暇を取得することができる。

　　　　　ただし、前年における欠勤日数が６０日を超える職員に対しては、６０日を超える欠勤日数１０日につき、１日の割合で減ずるものとする。

　　　　　なお、第２条の２号から６号に掲げる者については、本項の規定にかかわらず、労働基準法第３９条の規定によることとする。

　　　２　前項の年次有給休暇は、取得しなかった残日数を次年度に限り繰越することができる。
　　　３　年次有給休暇を取得した場合の賃金は、通常労働した場合の賃金を支払う。
（年次有給休暇の届け出）

第２４条　職員が、年次有給休暇を取得しようとするときは、あらかじめ所定の手続きにより、時季を指定して請求しなければならない。ただし、協会は、事業の正常な運営に支障があるときは、職員の指定した時季を変更することがある。

（特別休暇）

第２５条　職員が、次の各号の１に該当するときは、特別休暇を与える。

　　　　　　ただし、第２条の２号から６号に掲げる者を除く。

　　　　１　本人が結婚するとき　　　　　　　　　５日

　　　　２　配偶者が出産するとき　　　　　　　　２日

　　　　３　配偶者、子又は父母が死亡したとき　　５日

　　　２　特別休暇を請求しようとする職員は、あらかじめその日を届け出て承認を受けなければならない。ただし、やむを得ない事由により、あらかじめ承認を受けることができないときは、その旨を事後速やかに届け出なければならない。

　　　３　この場合の賃金は第２３条に準ずる。

（裁判員等のための休暇）

第２６条　職員が裁判員又は補充裁判員になった場合若しくは裁判員候補者となった場合には、次のとおり休暇を与える。

　　　　１　裁判員又は補充裁判員となった場合　　必要な日数

　　　　２　裁判員候補者となった場合　　　　　　必要な時間

　　　２　本条の休暇の賃金は第２３条に準ずる。

第４章　　給与、退職手当及び出張

（給与、退職手当）

第２７条　職員の、給与及び退職手当については、「給与、退職手当規程」に定めるところによる。

　　　　　ただし、第２条の２号から６号に掲げる者には適用しない。

（出張及び旅費）

第２８条　職員は、出張を命じられた場合、その職務が完了したときは、すみやかに復命書を提出しなければならない。

　　　２　職員が、出張を命じられたときに支給する旅費については、「旅費規程」に定める。

第5章 定年、退職及び解雇

（定年）

第２９条　職員の定年(第２条に掲げる正職員に限る。)は、満６５歳とし、満６５歳に達した年度末をもって定年退職とする。
ただし、本部にあっては専務理事、各支部にあっては支部長の申請に基づき、会長が特に必要であると認めるときは期間を限って延長することがある。
（退職）

第３０条　職員が、退職しようとするときは、少なくとも２週間前までに願い出なければならない。

　　　２　退職願を提出した者は、会長の承認があるまでは、従前の職務に服さなければならない。
ただし、退職願提出後２週間を経過したときはこの限りでない。

第６章　　災害補償

（災害補償）

第３１条　職員が、業務上死傷し、又は疾病にかかったときは、労働基準法に定めるところにより災害補償を行う。

（労働者災害補償保険との関連）

第３２条　補償を受けるべき職員が、同一の事由について、労働者災害補償保険法に基づき、前条の災害補償に相当する保険給付を受けるときは、その額の限度において前条の規定を適用しない。

　　第７章　　表彰及び懲戒

（表彰）

第３３条　会長は、職員が次の各号の１に該当するときは表彰する。

１　旺盛な責任観念に徹し、職務上の業績の顕著なもの。

２　永年勤続し、勤務成績の特に良好なもの。

３　業務上有益な研究、発明、改良若しくは考案をなし、又は業務の合理化に特に功労があったもの。

４　前各号に掲げるもののほか、他の職員の模範として推奨に値する業績、又は善行のあったもの。

（表彰の方法）

第３４条　表彰は、会長が表彰状を授与するとともに、次のいずれかを行う。

１　賞　品

２　賞　金

３　昇　給

４　昇　格

（懲戒及び種類）

第３５条　職員が、次の各号の１に該当するときは、 会長、専務理事、職員所属の支部長、職員代表により構成する懲罰委員会を開催の上、情状に応じて、訓戒、譴責、減給、出勤停止、昇給停止、降格、解雇等の懲戒を行う。

１　重要な経歴を偽り、その他不正手段により就職したとき。

２　この就業規則又は諸規定に違反したとき。

３　協会の名誉を損ない、又は職員としての体面を汚す行為のあったとき。

４　職務又は権限を利用して、不当に金品を授与する等、刑罰法規にふれる行為をしたとき。

５　素行不良にして、協会内の風紀、秩序を乱したとき。

６　協会の承認を受けないで、他に就職したとき。

７　協会の秘密を漏らし、又は漏らそうとしたとき。

８　故意に業務の能率を阻害し、又は業務の遂行を妨げたとき。

９　業務上の怠慢、又は監督不行き届きによって、災害事故を引き起こし、又は設備器具を損壊したとき。

１０　許可なく協会の物品を持出し、又は持出そうとしたとき。

１１　他人に暴行、脅迫等の不法行為があったとき。

１２　その他、前各号に準ずる行為があったとき。

　　　２　懲戒解雇は、監督署長の「解雇予告除外認定」を受けて即時解雇する。

（損害賠償）

第３６条　職員が、故意又は重大な過失により、協会に損害を与えたときは、前条の規程により懲戒処分を行うほか、情状により損害の一部又は全部を賠償させることがある。
（無期労働契約への転換）
第３７条　期間の定めのある労働契約で雇用する職員のうち、通算期間が５年を超える職員は、別に定める様式で申し込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約での雇用に転換することができる。
　　　２　前項の通算契約期間は、平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約期間を通算するものとし、現在締結している有期労働契約については、その末日までの期間とする。ただし、労働契約が締結されていない期間が連続して６か月以上あるものについては、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。　　　　　　
　　　３　この規則に定める労働条件は、第１項の規定により期間の定めのない労働契約での雇用に転換した後も引き続き適用する。無期労働契約へ転換した職員に係る定年は満６５歳とし、満６５歳に達した年度末をもって定年退職とする。
　　　　　ただし、本部にあっては専務理事、各支部にあっては支部長の申請に基づき、会長が特に必要であると認めるときは期間を限って延長することがある。
　
附　　則
（施行期日）

第 １ 条　この規則は、平成２５年４月１日から施行する。
第 ２ 条　この規則第１３条、第１６条、第３７条の変更は、平成３０年４月１日から施行する。
一般社団法人　鳥取県労働基準協会給与・退職手当規程

（目的）

第 １ 条　この規程は、就業規則第２７条に基づき、一般社団法人鳥取県労働基準協会、東部支部、西部支部、中部支部（以下「協会」という。）の職員（常勤役員を含む。以下「職員」という。）の給与及び退職手当について定めることを目的とする。

　　　　　
（適用の範囲）

第 ２ 条　この規程は、協会の職員に適用する。

　　　　　ただし、次に該当する者については、本規定にかかわらず、別途交付する労働条件通知書の定めるところによる。

１　顧問

２　嘱託

３　一定期間の勤務日数又は勤務時間が短い者

４　一定の期間を定め、臨時に雇い入れられる者

５　日々雇い入れられる者

（給与の種類）

第 ３ 条　職員の給与の種類は、次のとおりとする。

　　　　１　本　給

　　　　２　時間外及び休日出勤手当

　　　　３　扶養手当

　　　　４　通勤手当
　　　　５　特殊勤務手当
　　　　６　賞　与

（給与の支払い）

第 ４ 条　職員の給与は、全額を通貨で直接職員に支給する。ただし、法令に基づき、その職員の給与から控除すべきものがあるときは、その金額を控除する。

（給与の支払日）

第 ５ 条　職員の給与（賞与を除く）の支給日は、毎月１６日（１６日が日曜日に当たるときは１７日に、１６日が土曜日又は祝日法による休日に当たるときは１５日）に支給する。

　　　２　退職又は死亡のときは、前項の支給日にかかわらず、その月の全額を本人又は遺族に支給する。

（職員の本給）

第 ６ 条　職員の本給は月給制とし、就業規則第１１条に規程する勤務時間（以下「所定の勤務時間」という。）による勤務に対する対価とする。

（本給の決定）

第 ７ 条　職員の本給は、その職員の行う職務の複雑、困難及び責任の度合、並びに経験年数等を総合的に勘案して決定する。

（昇給）

第 ８ 条　昇給は、毎年１回とする。ただし、予算上の制約等があり、やむを得ないときには、昇給を行わないことがある。

　　　　　満６０歳以上の職員については、原則として昇給は行わない。

（本給の日割り計算）

第 ９ 条　第１０条に掲げる計算期間の途中で新たに職員に採用された者には、その日から日割り計算による本給を支給し、昇給等により本給額に異動を生じた者には、その日から日割り計算による新たな本給を支給する。

　　　２　職員が離職し、又は死亡したときは、前項に準ずる。

（計算期間）

第１０条　職員の給与の計算期間は、当月１日から当月末日までとする。ただし、時間外手当及び休日出勤手当については、前月分について行う。

　　　２　就業規則第１８条に定める承認を受けない遅刻、早退、欠勤又は出勤停止期間については、給与は支給しない。

　　　３　労働者災害補償保険法その他による休業給付を受けるときは、その額の限度において給与は支給しない。

（時間外及び休日勤務手当）

第１１条　所定の勤務時間を超えて勤務した時間又は就業規則第１２条第１項の休日に勤務した時間に対し、時間外労働については、１時間当りの本給の１００分の１２５（その勤務が、午後１０時から翌日の午前５時までの間であるときは、１００分の１５０）を、法定休日勤務については、１００分の１３５を時間外又は休日勤務手当として支給する。

（扶養手当）

第１２条　職員には、次に掲げる者で、他に生計の途がなく、主として、その職員の扶養を受けている親族に対して、次の扶養手当を支給する。

　　　　１．配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額５，０００円

　　　　２．１８歳未満の子１人につき　　　　　　　　　　    月額３，０００円

　　　　３．満６５歳以上の父母及び祖父母　　　　　　　月額１，０００円

（通勤手当）

第１３条　職員には、通勤手当を支給する。

　　　２　通勤手当の額は、国家公務員の規定に準ずる。
（特殊勤務手当）
第１４条　次に掲げる業務に従事する者には、別に定める特殊勤務手当を支給する。
１　各種技能講習における修了試験の実施・採点・合否決定等の業務を統括する者
　　　２ 人員削減等により著しく業務負担が増加したと認められる職場に従事する者
　　　３　その他、これらと同等の業務に従事していると認められる者
（賞与）
第１５条　賞与は別に定める支給基準に基づき支給することとし、支給日は、夏季は６月３０日、冬季は１２月１０日とする。支給日が休日のときは、その前日に支給する。
　　　　　ただし、予算上の制約等があり、やむを得ないときには、額を変更することがある。

　　　　　又、基準日前６ヵ月以内における、その者の勤務成績及び在職期間を勘案して減額することがある。

　　　２　支給の対象者は、それぞれの月の初日（以下「基準日」という。）に在職する職員及びこれらの基準日前1ヵ月以内に退職し、又は死亡した職員とする。

（臨時の者の給与）

第１６条　講師、その他本規定による定めのない者の給与は、学識、経験、資格、能力、年齢、地位、講習時間等を勘案して会長が別に定める。

（退職手当）

第１７条　退職手当は、職員が１年以上勤務し、次の各号の１に掲げる事由によって、退職したときに支給する。

　　　　１　自己の都合による退職

　　　　２　定年による退職。

　　　　３　協会の都合による解雇。

　　　２　前項の退職手当は、懲戒解雇のときは支給しない。

　　　３　退職金の支給は、協会が各職員について中小企業退職金共済事業団（以下「事業団」という。）との間に退職金共済契約を締結することによって行うものとする。

（退職金共済契約）

第１８条　協会は、各職員ごとに、その本給の額に応じて掛金月額を定め、事業団と退職金共済契約を締結する。

　　　２　新規に採用した職員については、試用期間を経過し、本採用となった月に事業団と退職金共済契約を締結する。

（退職金の額）

第１９条　退職金の額は、掛金月額と掛金納付月数に応じ、中小企業退職金共済法に定められた額とする。

（受給権者等）

第２０条　退職金は、職員本人が（職員が死亡したときは遺族）交付された退職金共済手帳により、直接事業団から支給を受けるものとする。

　　　２　職員が退職又は死亡したときは、やむを得ない理由がある場合を除き、本人又は遺族が遅滞なく退職金を請求できるよう、すみやかに退職金共済手帳を本人又は遺族に交付する。

（実施に関し必要な事項）

第２１条　この規程の実施に関し、必要な事項は会長が別に定める。

附　　則

第 １ 条　この規程は、平成２５年４月１日から施行する。

一般社団法人　鳥取県労働基準協会旅費規程

（目的）

第 １ 条　この規程は、就業規則第２８条第２項に基づき、一般社団法人鳥取県労働基準協会（以下「協会」という。）の職員（常勤役員を含む。以下「職員」という。）等が協会の用務のため国内を旅行する場合に支給する旅費に関する事項を定めることを目的とする。

（旅費の支給）

第 ２ 条　職員が出張した場合には、当該職員に対し旅費を支給する。

　　　２　職員以外の者が協会の依頼に応じ、協会の用務のために旅行した場合には、その者に対して旅費を支給する。

（旅行命令権者及び旅行手続き）

第 ３ 条　旅行命令権者は会長とする。（支部にあっては支部長とする。）

　　　２　旅行命令権者は、旅行命令を発し、又はこれを変更する場合は、旅行命令簿に必要事項を登載し、これを当該旅行者に提示するものとする。

（旅費の種類）

第 ４ 条　旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、及び宿泊料とする。

（精算払い）

第 ５ 条　旅費は、精算払いにより支給する。ただし、精算払いにより支給することが適当でないと認めた場合には、概算払いにより支給することができる。

（旅費の計算）

第 ６ 条　旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法により、旅行した場合の旅費により計算する。ただし、用務の必要、又は天災その他やむを得ない事由により最も経済的な通常の経路及び方法で旅行しがたい場合には、実際の経路及び方法によって計算する。

（旅費額）

第 ７ 条　旅費の額は、別表１のとおりとする。

（職員以外の旅費）

第 ８ 条　常勤役員を除く理事及び監事が、理事会への出席等会長が特定する旅行をした場合には本規定に準じた旅費を支給する。

講習会の講師等であって謝金を支給する場合の旅費については、交通費の実費のみを支給する。
（特例）

第 ９ 条　会長（支部にあっては支部長）は、当該用務の特殊事情により、又は当該旅行の特別の事情により、もしくは当該旅行の性質上この規程により旅費を支給することが不適当と認めるときは、その支給について別に特例を設けることができる。

　　　２　職員が各講習会のために出張する場合の旅費については、別表２のとおりとする。
附　　則

（施行期日）

第 １ 条　この規程は、平成２５年４月１日から施行する。

第 ２ 条　この規程の第９条第２項及び別表２の変更は、平成３０年４月１日から施行する。
別表１　旅費規程第７条に定める旅費額

	区分
	鉄道賃
	船賃
	車賃
	航空賃
	日当
	宿泊料

	県内


	　乗車に要する運賃


	乗車に要する運賃


	実費


	―


	２，２００

（１，１００）
	９，８００

	　県外
	　同上
	　同上
	　同上
	　実費
	　２，２００　　
	　１０，９００


＜備考＞１．特別急行料金は、特別急行列車を運行する路線により、片道１００キロ以上の旅行をする場合に支給する。

　　　　２．急行料金は、急行列車を運行する路線により、片道５０キロ以上の旅行をする場合に支給する。

　　　　３．（　　　）内は、近距離旅行（行程２５キロ未満、５時間未満）の場合に支給する。
　　　　４．自家用車使用は、１ｋｍ当たり３７円を支給する。
別表２　旅費規程第９条第２項に定める旅費額

	講習開催地
	職員の所属

	
	東部支部
	西部支部
	中部支部
	本　部

	東　部
	半日当
	日　当
(前泊する場合；宿泊料は8,800）
	日　当
	半日当

	西　部
	日　当
(前泊する場合；宿泊料は8,800）　
	半日当
	日　当
	日　当
(前泊する場合；宿泊料は8,800）

	中　部
	日　当

	日　当
	半日当
	日　当



（注）１．支部の職員がその所在地において本部講習会の受付業務等を行う場
合は、半日当及び会場までのバス賃実費を支給する。

　　　２．講師謝金を支給する場合は、日当は支給しない。
一般社団法人　鳥取県労働基準協会慶弔規程

　
第１条　本規程は、一般社団法人鳥取県労働基準協会（以下「本部」という。）及び同協会各支部（以下「支部」という。）における慶弔に関して定める。

第２条　本部及び各支部職員の慶弔に関すること。

（1） 退職に対する餞別

イ　職員の所属する本部又は支部　　　　　　　　　３０，０００円

　　　　ロ　上記以外　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５，０００円

　　　　　ただし、協会間の異動は含まないものとする。

（2） 職員の結婚祝

イ　職員の所属する本部又は支部　　　　　　　　　２０，０００円

　　　　ロ　上記以外　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０００円
  （３）職員、その配偶者の出産祝

イ　職員の所属する本部又は支部　　　　　　　　　２０，０００円

　　　　ロ　上記以外　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０００円
　（４）職員、家族の弔事

　　　　イ　職員の死亡

　　　　　　　香典　　　本部、各支部それぞれ　　　　　　３０，０００円

　　　　　　　花輪　　　本部名及び各支部連名　　　　　　　　　　各１基

　　　　　　　弔電　　　本部、各支部それぞれ

　　　　ロ　職員の病気見舞

　　　　　　　入院見込み１ヵ月以上の場合に本部、各支部それぞれ５，０００円の見舞金又はその相当額の品物を贈る。

　　　　ハ　家族の死亡

　　　　　　・職員の配偶者の場合

　　　　　　　　香典　　本部、各支部それぞれ　　　　　　２０，０００円

　　　　　　　　花輪及び弔電については、上記イに準ずる。

　　　　　　・職員の父母、子の場合

　　　　　　　　香典　　本部、各支部それぞれ　　　　　　１０，０００円

　　　　　　　　花輪及び弔電については、上記イに準ずる。

第３条　役員の慶弔に関すること

（1） 本部役員（理事として選任されている各支部の支部長並びに副支部長計９名及び監事に選任されている東・西部支部の監事　計２名をいう。）の慶弔。

イ　会長、副会長の退任（転勤を含む）時の餞別

・会長の場合

　　　　　　　　本部及び所属支部から　　　　　　　　　各１０，０００円

　　　　　　　　　ただし、３期以上の場合、本部、所属支部ともに３０，０００円とする。

　　　　　　・副会長の場合

　　　　　　　　本部及び所属支部から　　　　　　　　　各１０，０００円

　　　　　　　　　ただし、３期以上の場合、所属支部は３０，０００円とする。

　　　　ロ　本部役員の死亡

　　　　　　・会長、副会長の場合

　　　　　　　　本部から　　　　　香典２０，０００円、花輪１基及び弔電

　　　　　　　　所属支部から　　　香典２０，０００円、花輪１基及び弔電

　　　　　　　　非所属支部から　　香典１０，０００円、非所属支部連名の花輪１基と弔電

　　　　　　・他の本部役員の場合

　　　　　　　　本部から　　　　　　　　　　香典１０，０００円及び弔電

　　　　　　　　所属支部から　　　　　　　　香典１０，０００円及び弔電

　　　　　　　　非所属支部から　　　　　　　弔電のみ

　（２）支部役員の死亡

　　　　イ　支部長、副支部長及び本部監事に選任されている理事については、（１）ロを適用する。

　　　　ロ　上記以外の役員

　　　　　　　　所属支部から　　　　　　　　　香典１０，０００円と弔電

　（３）役員の叙勲、褒賞祝

　　　　イ　本部役員　　　本部から　　　　　　１０，０００円相当の金品

　　　　　　　　　　　　　所属支部から　　　　１０，０００円相当の金品

　　　　ロ　上記（２）ロの支部役員

　　　　　　　　　　　　　所属支部から　　　　１０，０００円相当の金品

第４条　労働局（職業安定部を除く）・労働基準監督署職員の慶弔に関しては、必要に応じ、その都度会長と協議の上、対応することとする。

第５条　本規定を適用することにより著しく適正を欠くと認められるとき又は疑義があるときは、その都度会長と協議の上決定する。
附　　則
第 １ 条　この規程は、平成２５年４月１日から実施する。

第 ２ 条　この規程第２条の変更は、平成３０年４月１日から実施する。
一般社団法人　鳥取県労働基準協会常勤役員規程

第１章　　総　　則

（目的）
第 １ 条　この規程は、一般社団法人鳥取県労働基準協会の常勤役員の就任、報酬、退任等に関する基本的事項を定めるものである。

（役員）

第 ２ 条　常勤役員とは、理事会で選任された専務理事をいう。（以下「役員」という。）

（役員の任期）

第 ３ 条　役員の任期は定款の定めるところによる。

（規程の制定、改廃）

第 ４ 条　この規程の制定、改廃は、理事会の承認を経て、会長が行う。

（規程の遵守）

第 ５ 条　役員は、この規程を遵守し、協力して誠実に就業し、もって協会の発展に務めなければならない。

第２章　　就任、退任

第 ６ 条　役員の就任及び解任は、定款の定めるところによる。

　　　　　役員の在任は、満６７歳の属する在任期間までとする。ただし、特別の事情により定款に定める手続きを経て選任された場合は、この限りでない。
第３章　　服　　務

（労働条件等）

第 ７ 条　役員が事務局長など事務局職員を兼務する場合の労働条件は就業規則の定めるところによる。

（禁止事項）

第 ８ 条　役員は、職務上の地位を利用して自己のために取引をなし、又は手数料、リベート等を収受してはならない。

　　　２　役員は、他の職務を兼務するときは、会長の承認を得なければならない。

（機密の保持）

第 ９ 条　役員は、協会の機密を保持し、協会の不名誉、不利益となる行為をしてはならない。

（役員の責務）

第１０条　役員は、次の点に留意して所管業務の運営に当たるものとする。

１．協会の方針及び会長の指示に基づき、業務を計画的に処理すること。

　　　　２．職責を十分に自覚し、責任をもって仕事に当たること。

第４章　　報　　酬

（役員の報酬）

第１１条　役員には報酬を支給しない。

　　　　　ただし、事務局長等事務局の職員を兼務する場合には、就業規則の給与規定に基づき支給する。

第５章　　退職功労金

（退職功労金）

第１２条　役員には退職功労金を支給しない。

ただし、事務局長等事務局の職員を兼務する場合には、就業規則に定める中退金の規定による退職金を支給する。

第６章　　旅費その他

（旅費）

第１３条　役員が出張する場合は、就業規則に準じて出張旅費を支給する。

（慶弔見舞）

第１４条　役員が、慶弔見舞に該当するような事項があるときは、職員慶弔規程に準じて支給する。

附　　則

第 １ 条　この規程は、平成２５年４月１日から実施する。

　　　　　　　　　　　　　　　
　一般社団法人　鳥取県労働基準協会育児・介護休業等に関する規程
第１章　目的

（目的）

第 １ 条　この規則は、一般社団法人鳥取県労働基準協会の職員の育児･介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育児・介護のための時間外労働及び深夜業の制限並びに育児・介護短時間勤務等に関する取扱いについて定めるものである。

第２章　育児休業制度

（育児休業の対象者）

第 ２ 条　育児のために休業することを希望する一般社団法人鳥取県労働基準協会（以下「協会」という。）の職員（常勤役員を含む。以下「職員」という。）であって、１歳に満たない子と同居し、養育する者は、この規則に定めるところにより育児休業をすることができる。

　　　２　育児休業中の職員又は配偶者が育児休業中の職員は、次の事情がある場合に限り、子の１歳の誕生日から１歳６か月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳の誕生日に限るものとする。

（1） 保育所に入所を希望しているが、入所できない場合

（2） 職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳以降育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合
３　次のいずれにも該当する職員は、子が２歳に達するまでの間で必要　
　な日数について、育児休業をすることができる。
なお、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳６か月の誕生日
　　　　応当日に限るものとする。
　　　（１）保育所に入所を希望しているが、入所できない場合
　　　（２）職員の配偶者であって育児休業の対象者となる子の親であり、１　
　　　　　　歳６か月以降育児に当たる予定であったものが、死亡、負債、疾
　　　　　　病等の事情により子を養育することが困難になった場合
（育児休業の申出の手続等）

第 ３ 条　育児休業をすることを希望する職員は、原則として育児休業を開始しようとする日（以下「育児休業開始予定日」という。）の１か月前（第２条第２項及び第３に項に基づく１歳を超える休業の場合は、２週間前）までに育児休業申出書（様式１）を専務理事に、また、支部にあっては事務局長（以下「専務理事等」という。）に提出することにより申し出るものとする。

　　　　　なお、育児休業中の期間契約職員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望する場合には、更新された労働契約期間の初日を育児休業開始予定日として、育児休業申出書により再度の申出を行うものとする。

　　　２　申出は、特別の事情がない限り、一子につき１回限りとし、双子以上の場合もこれを一子とみなす。ただし、第２条第１項に基づく休業をした者が、同条第２項又は第３項に基づく休業の申出をしようとする場合、第２項に基づく休業をした者が第３項に基づく休業の申出をしようとする場合又は本条第１項の後段の申出をしようとする場合にあっては、この限りでない。

　　　３　協会は、育児休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。

　　　４　育児休業申出書が提出されたときは、協会は速やかに当該育児休業申出書を提出した者（以下この章において「申出者」という。）に対し、育児休業取扱通知書（様式２）を交付する。

　　　５　申出の日後に申出に係る子が出生したときは、申出者は、出生後２週間以内に専務理事等に育児休業対象児出生届（様式３）を提出しなければならない。

（育児休業の申出の撤回等）

第 ４ 条　申出者は、育児休業開始予定日の前日までは、育児休業申出撤回届（様式４）を専務理事等に提出することにより、育児休業の申出を撤回することができる。

　　　２　育児休業の申出を撤回した者は、特別の事情がない限り同一の子については再度申出をすることができない。ただし、第２条第１項に基づく休業の申出を撤回した者であっても、同条第２項に基づく休業の申出をすることができる。

　　　３　育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により申出者が休業申出に係る子を養育しないこととなった場合には、育児休業の申出はされなかったものとみなす。

　　　　　この場合において、申出者は、原則として当該事由が発生した日に、専務理事等にその旨を通知しなければならない。

（育児休業の期間等）

第 ５ 条　育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達するまで（第２条第２項、第３項に基づく休業の場合は、それぞれ定められた時期まで）を限度として育児休業申出書（様式１）に記載された期間とする。

　　　２　本条第１項にかかわらず、協会は、育児・介護休業法の定めるところにより育児休業開始予定日の指定を行うことができる。

　　　３　職員は、育児休業期間変更申出書（様式５）により専務理事等に、育児休業開始予定日の１週間前までに申し出ることにより、育児休業開始予定日の繰り上げ変更を、また、育児休業を終了しようとする日（以下「育児休業終了予定日」という。）の１か月前（第２条第２項、第３項に基づく休業をしている場合は、２週間前）までに申し出ることにより、育児休業終了予定日の繰り下げ変更を行うことができる。

　　　　　育児休業開始予定日の繰り上げ変更及び育児休業終了日の繰り下げ変更とも、原則として１回に限り行うことができるが、第２条第２項、第３項に基づく休業の場合には、第２条第１項に基づく休業とは別に、子が１歳から１歳６か月に達するまで及び１歳６か月から２歳に達するまでの期間内で、それぞれ一回、育児休業終了予定日の変更を行うことができる。

　　　４　職員が育児休業終了予定日の繰り上げ変更を希望する場合には、育児休業期間変更申出書（様式５）により専務理事等に申し出るものとし、協会がこれを適当と認めた場合には、原則として繰り上げた育児休業終了予定日の１週間前までに、本人に通知する。

　　　５　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、当該育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。

（1） 子の死亡等育児休業に係る子を養育しないこととなった場合

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する

　　　　　日は、事由発生の日から２週間以内であって、協会と本人が話し合いの上決定した日とする。）

（2） 育児休業に係る子が１歳に達した場合等

子が１歳に達した日（第２条第２項に基づく休業の場合は、子が

　　　　　１歳６か月に達した日。第２条第３項に基づく休業の場合は、子が２歳に達した日）
（3） 申出者について、産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業期間が始まった場合

産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業の開始日の前日

　　　６　５（１）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に専務理事等にその旨を通知しなければならない。

第３章　介護休業制度

（介護休業の対象者）

第 ６ 条　要介護状態にある家族を介護する職員は、この規則に定めるところにより介護休業をすることができる。

　　　２　この要介護状態にある家族とは、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある次に者をいう。

（1） 配偶者

（2） 父母

（3） 子

（4） 配偶者の父母

（5） 祖父母、兄弟姉妹又は孫

（6） 上記以外の家族で協会が認めた者

（介護休業の申出の手続等）

第 ７ 条　介護休業をすることを希望する職員は、原則として介護休業開始予定日の２週間前までに、介護休業申出書（様式６）を専務理事等に提出することにより申し出るものとする。なお、介護休業中の期間契約職員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望する場合には、更新された労働契約期間の初日を介護休業開始予定日として、介護休業申出書により再度の申出を行うものとする。

　　　２　申出は、特別な事情がない限り、対象家族１人につき３回までとする。ただし、１の後段の申出をしようとする場合にあっては、この限りでない。

　　　３　協会は、介護休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。

　　　４　介護休業申出書が提出されたときは、協会は速やかに当該介護休業申出書を提出した者（以下この章において「申出者」という。）に対し、介護休業取扱通知書（様式２）を交付する。

（介護休業の申出の撤回等）

第 ８ 条　申出者は、介護休業開始予定日の前日までは、介護休業申出撤回届（様式４）を専務理事等に提出することにより、介護休業の申出を撤回することができる。

　　　２　介護休業の申出を撤回した者について、同一対象家族の同一要介護状態に係る再度の申出は原則として１回とし、特段の事情がある場合について協会がこれを適当と認めた場合には、１回を超えて申し出ることができるものとする。

　　　３　介護休業開始予定日の前日までに、申出に係る家族の死亡等により申出者が家族を介護しないこととなった場合には、介護休業の申出はされなかったものとみなす。

　　　　　この場合において、申出者は、原則として当該事由が発生した日に、専務理事等にその旨を通知しなければならない。

（介護休業の期間等）

第 ９ 条　介護休業の期間は、対象家族１人につき、原則として、通算９３日間の範囲（介護休業開始予定日から起算して９３日を経過する日までをいう。）内で、介護休業申出書（様式６）に記載された期間とする。

　　　　　ただし、同一家族について、異なる要介護状態について介護休業をしたことがある場合又は第１４条に規定する介護短時間勤務の適用を受けた場合は、その日数も通算して９３日間までを原則とする。）

　　　２　１にかかわらず、協会は、育児・介護休業法の定めるところにより介護休業開始予定日の指定を行うことができる。

　　　３　職員は、介護休業期間変更申出書（様式５）により、介護休業を終了しようとする日（以下「介護休業終了予定日」という。）の２週間前までに専務理事等に申し出ることにより、介護休業終了予定日の繰り下げ変更を行うことができる。

　　　　　この場合において、介護休業開始予定日から変更後の介護休業終了予定日までの期間は通算９３日（異なる要介護状態について介護休業をしたことがある場合又は第１４条に規定する介護短時間勤務の適用を受けた場合は、９３日からその日数を控除した日数）の範囲を超えないことを原則とする。

　　　４　職員が介護休業終了予定日の繰り上げ変更を希望する場合には、介護休業期間変更申出書（様式５）により変更後の介護休業終了予定日の２週間前までに専務理事等に申し出るものとし、協会がこれを適当と認めた場合には、速やかに本人に通知する。

　　　５　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、介護休業は終了するものとし、当該介護休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。

（1） 家族の死亡等介護休業に係る家族を介護しないこととなった場合

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する

　　　　　日は、事由発生の日から２週間以内であって、協会と本人が話し合

　　　　　いの上決定した日とする。）

　　　（２）申出者について、産前産後休業、育児休業又は新たな介護休業が始まった場合

　　　　　　産前産後休業、育児休業又は新たな介護休業の開始日の前日

　　　６　５（１）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に専務理事等にその旨を通知しなければならない。

第4章 子の看護休暇、介護休暇
（子の看護休暇）

第１０条　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員は、負傷し、又は疾病にかかった当該子の世話をするために又は当該子に予防接種や健康診断を受けさせるために、就業規則第２３条に規定する年次有給休暇とは別に、当該子が１人の場合は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間につき１０日を限度として、子の看護休暇を取得することができる。この場合の１年間とは、４月１日から翌年３月３１日までの期間とする。なお、子の看護休暇は、半日単位（１日の所定労働時間の２分の１）で取得することができる。
　　　２　取得しようとする者は、原則として、子の看護休暇申出書（様式７）により事前に専務理事等に申し出るものとする。

　　　３　給与、賞与、定期昇給及び退職金の算定に当たっては、取得期間は通常の勤務をしたものとみなす。
（介護休暇）

第１０条　要介護状態にある家族の介護その他の世話をする職員は就業規則第の２　　２３条に規定する年次有給休暇とは別に、当該対象家族が１人の場合　
は、１年間につき５日、２人以上の場合は１年間につき１０日を限度
として、介護休暇を取得することができる。この場合の１年間とは、
４月１日から翌年３月３１日までの期間とする。なお、介護休暇は、
半日単位（１日の所定労働時間の２分の１）で取得することができる。
　　　２　取得しようとする者は、原則として、介護休暇申出書（様式７）により事前に専務理事等に申し出るものとする。
　　　３　給与、賞与、定期昇給及び退職金の算定に当たっては、
　　　　取得期間は通常の勤務をしたものとみなす。
第５章　時間外労働の制限

（育児・介護のための時間外労働の制限）

第１１条　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するため又は要介護状態にある家族を介護する職員が当該家族を介護するために請求した場合には､就業規則第１３条の規定及び時間外労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、１か月について２４時間、１年について１５０時間を超えて時間外労働をさせることはない。

　　　２　１にかかわらず、次の（１）から（４）のいずれかに該当する職員は育児のための時間外労働の制限を請求することができない。

　　　　　また、次の（１）、（２）及び（４）のいずれかに該当する職員は介護のための時間外労働の制限を請求することができない。

（1） 日々雇い入れられる者

（2） 入社１年未満の職員

（3） 配偶者（請求に係る子の親である者に限る。）が次のいずれにも該当する職員

1 職業に就いてはいない者（育児休業その他の休業により就業していない者及び１週間の就業日数が２日以下の者を含む。）であること。　

2 心身の状況が請求に係る子の養育をすることができる者であること。

3 ６週間（多胎妊娠の場合であっては、１４週間）以内に出産予定でないか、又は産後８週間以内でない者であること。

4 請求に係る子と同居している者であること。

（4） １週間の所定労働日数が２日以下の職員

　　　　３　請求しようとする者は、１回につき、１か月以上１年以内の期間（以下この条において「制限期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の１か月前までに、育児･介護のための時間外労働制限請求書（様式７）を専務理事等に提出するものとする。

　　　　４　協会は、時間外労働制限請求書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。

　　　　５　請求の日後に請求に係る子が出生したときは、時間外労働制限請求書を提出した者（以下この条において「請求者」という。）は、出生後２週間以内に専務理事等に時間外労働制限対象出生届（様式３）を提出しなければならない。

　　　　６　制限開始予定日の前日までに、請求に係る家族の死亡等により請求者が子を養育又は家族を介護しないこととなった場合には、請求されなかったものとみなす。

　　　　　　この場合において、請求者は、原則として当該事由が発生した日に、専務理事等にその旨を通知しなければならない。

　　　　７　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。

（1） 家族の死亡等制限に係る子を養育又は家族を介護しないこととなった場合

当該事由が発生した日

（2） 制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合

子が６歳に達する日の属する年度の３月３１日

（3） 請求者について、産前産後休業、育児休業又は介護休業が始まった場合

産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日

　　　　８　７（１）の事由が生じた場合には、請求者は原則として当該事由

　　　　　が生じた日に、専務理事等にその旨を通知しなければならない。

第６章　深夜業の制限

（育児・介護のための深夜業の制限）

第１２条　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するため又は要介護状態にある家族を介護する職員が当該家族を介護するために介護するために請求した場合には、就業規則第１３条の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後１０時から午前５時までの間（以下「深夜」という。）に労働させることはない。

　　　２　１にかかわらず、次のいずれかに該当する職員は深夜業の制限を請求することができない。

（1） 日々雇い入れられる者

（2） 入社１年未満の職員

（3） 請求に係る家族の１６歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する職員

1 深夜において就業していない者（１か月について深夜における就業が３日以下の者を含む。）であること。

2 心身の状況が請求に係る子の保育又は家族の介護をすることができる者であること。

3 ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産予定でないか、又は産後８週間以内でない者であること。

（4） １週間の所定労働日数が２日以下の職員

　　　３　請求しようとする者は、１回につき、１か月以上６か月以内の期間（以下この条において「制限期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の１か月前までに、育児・介護のための深夜業制限請求書（様式８）を専務理事等に提出するものとする。

　　　４　協会は、深夜業制限請求書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることがある。

　　　５　請求の日後に請求に係る子が出生したときは、深夜業制限請求書を提出した者（以下この条において「請求者」という。）は、出生後２週間以内に専務理事等に深夜業制限対象児出生届（様式３）を提出しなければならない。

　　　６　制限開始予定日の前日までに、請求に係る家族の死亡等により請求者が子を養育又は家族を介護しないこととなった場合には、請求されなかったものとみなす。

　　　　　　子の場合において、請求者は、原則として当該事由が発生した日に、専務理事等にその旨を通知しなければならない。

　　　７　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。

（1） 家族の死亡等制限に係る子を養育又は家族を介護しないこととなった場合

当該事由が発生した日

（2） 制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合

子が６歳に達する日の属する年度の３月３１日

（3） 請求者について、産前産後休業、育児休業又は介護休業が始まった場合

産前産後休業、育児休業又は介護休業の開始日の前日

　　　８　７（１）の事由が生じた場合には、請求者は原則として当該事由が生じた日に、専務理事等にその旨を通知しなければならない。

　　　９　制限期間中の給与については、時間給換算した額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。

第7章 勤務時間の短縮等の措置

（育児短時間勤務）

第１３条　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員は、申し出ることにより、就業規則第１１条の所定労働時間について、以下のように変更することができる。

　　　　　所定労働時間を午前９時から午後４時まで（うち休憩時間は、午前１２時から午後１時までの１時間とする。）の６時間とする（１歳に満たない子を育てる女性職員は更に別途３０分ずつ２回の育児時間を請求することができる。）

　　　２　１にかかわらず、日々雇い入れられる者は、育児短時間勤務をすることができない。

　　　３　申出をしようとする者は、１回につき、１年以内の期間について、短縮を開始しようとする日及び短縮を終了しようとする日を明らかにして、原則として、短縮開始予定日の１か月前までに、育児短時間勤務申出書（様式１０）により専務理事等に申し出なければならない。申出書が提出されたときは、協会は速やかに申出者に対し、育児短時間勤務取扱通知書（様式１２）を交付する。その他適用のための手続等については、第３条から第５条までの規定（第３条第２項及び第４条第２項を除く。）を準用する。

　　　４　本制度の適用を受ける間の給与については、時間給換算した額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。

　　　５　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしたものとみなす。

（介護短時間勤務）

第１４条　要介護状態にある家族を介護する職員は、申し出ることにより、対象家族１人当たり通算９３日間の範囲内を原則として、就業規則第１１条の所定労働時間について、以下のように変更することができる。

　　　　　所定労働時間を午前９時から午後４時まで（うち休憩時間は、午前１２時から午後１時までの１時間とする。）の６時間とする。

　　　　　ただし、同一家族について既に介護休業をした場合又は異なる要介護状態について介護短時間勤務の適用を受けた場合は、その日数も通算して９３日間までを原則とする。

　　　２　１にかかわらず、日々雇い入れられる者は、介護短時間勤務をすることができない。

　　　３　申出をしようとする者は、１回につき、９３日（介護休業をした場合又は異なる要介護状態について介護短時間勤務の適用を受けた場合は、９３日からその日数を控除した日数）以内の期間について、短縮を開始しようとする日及び短縮を終了しようとする日を明らかにして、原則として、短時間開始予定日の２週間前までに、介護短時間勤務申出書（様式１１）により専務理事等に申し出なければならない。申出書が提出されたときは、協会は速やかに申出者に対し、介護短時間勤務取扱通知書（様式１２）を交付する。その他適用のための手続等については、第７条から第９条までの規定を準用する。

　　　４　本制度の適用を受ける間の給与については、時間給換算した額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。

　　　５　定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしたものとみなす。

第８章　その他の事項

（給与等の取扱い）

第１５条　育児・介護休業の期間については、基本給その他の月毎に支払われる給与は支給しない。

　　　２　賞与については、その算定対象期間に育児・介護休業をした期間が含まれる場合には、出勤日数により日割りで計算した額を支給する。

　　　３　昇給は、育児・介護休業の期間中は行わないものとする。

　　　４　退職金の算定に当たっては、育児・介護休業をした期間を勤務したものとして勤務年数を計算するものとする。

（介護休業期間中の社会保険料の取扱い）

第１６条　介護休業により給与が支払われない月における社会保険料の被保険者負担分は、各月に協会が納付した額を翌日１６日までに職員に請求するものとし、職員は協会が指定する日（２０日）までに支払うものとする。

（教育訓練）

第１７条　協会は、３ヶ月以上の育児休業又は１か月以上の介護休業をする職員で、休業期間中、職場復帰プログラムの受講を希望する者に同プログラムを実施する。

　　　２　協会は、別に定める職場復帰プログラム基本計画に沿って、当該職員が休業している間、同プログラムを行う。

　　　３　同プログラムの実施に要する費用は協会が負担する。

（復職後の勤務）

第１８条　育児・介護休業後の勤務は、原則として、休業直前の部署及び職務とする。

　　　２　１にかかわらず、本人の希望がある場合及び組織の変更等やむを得ない事情がある場合には、部署及び職務の変更を行うことがある。この場合は、育児休業終了予定日の１か月前又は介護休業終了予定日の２週間前までに正式に決定し通知する。

（年次有給休暇）

第１９条　年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定に当たっては、育児・介護休業をした日及び子の看護休暇・介護休暇を取得した日は出勤したものとみなす。

（法令との関係）

第２０条　育児・介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育児･介護のための時間外労働及び深夜業の制限並びに育児・介護短時間勤務に関して、この規則に定めないことについては、育児・介護休業法その他の法令の定めるところによる。

（附則）

第１条　本規則は、平成２５年４月１日から適用する。

第２条　この規則の第１条、第２条第３項、第３条第１項・第２項、第５条第
１項・第２項・第３項・第５項、第６条第２項、第７条第２項、第１０
条第１項・第２項、第１０条の２（追加）、第１９条、第２０条の変更は、
平成３０年４月１日から適用する。
　　　　　　　　　　　　　　（様式略）
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